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託受益証券に係るファンドの名称】

 スパークス・日本株・ロング・ショート・プラス
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【縦覧に供する場所】  該当事項はありません。
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１．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成22年9月24日付けをもって関東財務局長に提出した有価証券届出書の関係情報に訂正すべき事項および

半期報告書提出に伴う訂正事項がありますので、これらの訂正を行うものです。

 

２．【訂正の内容】　※下線部　　　は訂正部分を示します。

第一部【証券情報】

(1)略

(2)【内国投資信託受益証券の形態等】

　　①略

＜訂正前＞

②格付は取得していません。以下略

＜訂正後＞

②信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付はありません。また、信用格付業者から

提供され、もしくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。以下略

(3)～（4）略

(5)【申込手数料】

＜訂正前＞

3.15％（税抜3％）を上限として、販売会社が独自に定める率を取得申込受付日の基準価額に乗じて得た金

額とします。　以下略

  ＜訂正後＞

購入申込受付日の基準価額に申込口数を乗じて得た額に、3.15％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定

める手数料率を乗じて得た額です。以下略

 

(6)【申込単位】

 ＜訂正前＞

申込単位は、販売会社が別途定める単位とします。

 　＜訂正後＞

申込単位は、販売会社が別に定める単位とします。

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】　略

２【投資方針】

(1)～（3）略

(4)【分配方針】

  ＜訂正前＞

毎決算時（原則として6月25日、休業日の場合は翌営業日）に、原則として次の通り収益分配

を行います。

　以下略

  ＜訂正後＞

年１回の決算時（原則として6月25日、休業日の場合は翌営業日）に、原則として次の通り収益分配

を行います。

　以下略

３【投資リスク】

基準価額の変動要因

略

 (2)ロング・ショート戦略固有のリスク

＜訂正前＞
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当ファンドは売建て（ショート・ポジション）取引を行いますので、売建てた株式等が値上がりした場合、基

準価額が下落する要因となります。また、ロング・ポジションおよびショート・ポジションの双方が誤ってい

た場合、双方に損失が発生するために、通常のファンドにおける損失よりも大きくなる可能性があります。

＜訂正後＞

当ファンドは売建て（ショート・ポジション）取引を行いますので、売建てた株式等が値上がりした場合、基

準価額が下落する要因となります。また、ロング・ポジションおよびショート・ポジションの双方で損失が生

じた場合、通常のファンドにおける損失よりも大きくなる可能性があります。

(3)　略

(4)中小型株式等への投資リスク

＜訂正前＞

当ファンドは、中小型株式へも投資を行います。以下略

＜訂正後＞

当ファンドは、中小型株式等へも投資します。以下略

４【手数料等及び税金】

(1)【申込手数料】

＜訂正前＞

3.15％（税抜3％）を上限として販売会社が独自に定める率を購入申込受付日の基準価額に乗じて得た金額

とします。以下略

＜訂正後＞

　購入申込受付日の基準価額に申込口数を乗じて得た額に、3.15％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定め

る手数料率を乗じて得た金額です。以下略

(2)　略

(3)【信託報酬等】

略

＜ご参考＞

◆ハイ・ウォーター・マークについて

略

＜更新・追加後＞

実績報酬算出期間 ハイ・ウォーター・
マーク

算出基準となる前営業日の
基準価額

平成21年6月30日～平成21年12月29日10,000円 9,678円

平成21年12月30日～平成22年6月25日10,000円 8,993円

平成22年6月26日～平成22年12月25日10,000円 9,978円

平成22年12月26日～平成23年6月27日10,000円 －

（注）基準価額は実績報酬を含む信託報酬控除後のもので、1万口当たりの数字です。
 
(4) 略

(5)【課税上の取扱い】

中略

＜ご参考＞

・  税金は表に記載の時期に適用されます。

・  以下の表は個人投資家の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

図略

＜訂正前＞

※上記は、平成22年7月末日現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があ

ります。

＜訂正後＞

※上記は、平成23年1月末日現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があ

ります。
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５【運用状況】

5　運用状況については、以下のとおり更新・追加されます。

 

＜更新・追加後＞

以下は2011年1月31日現在の状況です。

投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

投資比率の内訳と合計は四捨五入の関係で合わない場合があります。

(1)【投資状況】

その他の資産の投資状況

（注）株価指数先物取引については、個別法に基づき、原則として時価評価しております。時価評価にあたっ
ては、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段または最終相場によってお
ります。

 

(2)【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

（注）上記の資産の種類は親投資信託受益証券、発行地は日本です。

 

種類別及び業種別投資比率

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

 

（注）株価指数先物取引については、個別法に基づき、原則として時価評価しております。時価評価にあたって
は、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段または最終相場によっており
ます。
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（参考）スパークス・日本株式・マザーファンドの投資状況

（注）信用取引により売建てている株式（日本）の時価合計は1,070,699,800円、投資比率は24.14%となって
おります。
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投資有価証券の主要銘柄（上位30銘柄）

（注）国債証券の業種欄には、償還日、利率を表示しています。
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種類別及び業種別投資比率

 

投資不動産物件

該当事項はありません。

 

その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。

 

(3)【運用実績】

①【純資産の推移】

2011年1月末日及び同日前1年以内における各月末ならびに下記計算期末の純資産の推移は、以下の通りです。
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②【分配の推移】　原届出書の通り

 

③【収益率の推移】

（注）収益率は、計算期間末の1口当たり純資産（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の1口当

たり純資産（分配落の額。以下「前期末純資産」という。）を控除した額を前期末純資産で除して得た

数に100を乗じて得た数字です。分配金は課税前のものです。

 

(4)【設定及び解約の実績】

下記計算期間中の設定及び解約の実績は次の通りです。

（注1）（）内の数字は本邦外における設定、解約口数です。

（注2）設定口数には当初募集期間中の設定口数を含みます。
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（参考情報）
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第２【管理及び運営】

１【申込（販売）手続等】　略

(1)　略

＜訂正前＞

購入申込の単位は販売会社が別途定める単位とします。

＜訂正後＞

購入申込の単位は販売会社が別に定める単位とします。

(2)　略

(3)  購入申込に係る制限

＜訂正前＞

金融商品取引所における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入申込

の受付を中止すること、および既に受付けた購入申込を取り消すことがあります。また委託会社は、信託

財産の安定した運用と受益者の公平性に資するため、受益権の取得申込に対して制限を設けることがあ

ります。

＜訂正後＞

金融商品取引所等における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入申

込受付を中止すること、及び既に受付けた購入の申込受付を取消す場合があります。また委託会社は、信

託財産の安定した運用と受益者の公平性に資するため、受益権の購入申込に対して制限を設けることが

あります。

（4）略

（5）購入時手数料

＜訂正前＞

　　3.15％（税抜3％）を上限として販売会社が独自に定める率を購入申込受付日の基準価額に乗じて得た

金額とします。　以下略

＜訂正後＞

　　購入申込受付日の基準価額に申込口数を乗じて得た額に、3.15％（税抜3.0％）を上限として販売会社が

定める手数料率を乗じて得た額です。　以下略

 

 

２【換金（解約）手続等】

(1) 略

＜訂正前＞

換金申込の単位は販売会社が別途定める単位とします。

＜訂正後＞

換金単位は、販売会社が別に定める単位とします。

(2)～（3） 略

 (4) 換金制限

＜訂正前＞

委託会社は、金融商品取引所における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるとき

は、解約の実行請求の受付を中止することができます。以下略

＜訂正後＞

金融商品取引所等における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、換金申

込受付を中止すること及び既に受付けた換金の申込受付を取消す場合があります。以下略

 

 

第３【ファンドの経理状況】

 

原届出書　第３ファンドの経理状況　１ 財務諸表については、以下の中間財務諸表が追加されます。
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＜更新・追加後＞

 

１）当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号) (以下「中間財務諸表等規則」という。) 並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、

「投資信託財産の計算に関する規則」 (平成12年総理府令第133号) (以下「投資信託財産計算規則」とい

う。) に基づいて作成しております。

なお、当ファンドの中間財務諸表等に係わる中間財務諸表等規則並びに投資信託財産計算規則の改正につ

いての対応状況は、下表の通りであります。

 

中間財務諸表等規則並びに投資信
託財産計算規則改正

第1期中間計算期間 第2期中間計算期間

自　平成21年6月30日 自　平成22年6月26日

至　平成21年12月29日 至　平成22年12月25日

中間財務諸表
等規則

平成20年8月7日付
内閣府令第50号

同府令第4条第1項第1号による
経過措置を適用し、改正前の中
間財務諸表等規則に基づいて作
成しております。

改正後の中間財務諸表等規則に
基づいて作成しております。

投資信託財産
計算規則

平成21年6月24日付
内閣府令第35号

同府令第16条第2項による経過
措置を適用し、改正前の投資信
託財産計算規則に基づいて作成
しております。

改正後の投資信託財産計算規則
に基づいて作成しております。

 

２）中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

３）当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づいて、第1期中間計算期間(平成21年6月30日

から平成21年12月29日まで)、及び第2期中間計算期間(平成22年6月26日から平成22年12月25日まで)の中間

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令」（昭和32年

大蔵省令第12号）第3条第1項に基づく中間監査を受けております。
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中間財務諸表
スパークス・日本株・ロング・ショート・プラス

(1)【中間貸借対照表】
（単位：円）

第1期中間計算期間末
(平成21年12月29日現在)

第2期中間計算期間末
(平成22年12月25日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 70,739,582 75,287,313

親投資信託受益証券 317,660,669 307,361,084

派生商品評価勘定 － 2,827,750

未収利息 96 206

差入委託証拠金 3,175,000 1,500,000

流動資産合計 391,575,347 386,976,353

資産合計 391,575,347 386,976,353

負債の部

流動負債

派生商品評価勘定 1,909,450 －

未払解約金 － 5,946,000

未払受託者報酬 101,809 112,547

未払委託者報酬 3,082,876 3,376,370

その他未払費用 169,622 187,522

流動負債合計 5,263,757 9,622,439

負債合計 5,263,757 9,622,439

純資産の部

元本等

元本 ※1
 399,261,606

※1
 378,191,043

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） ※2
 △12,950,016

※2
 △837,129

（分配準備積立金） － －

元本等合計 386,311,590 377,353,914

純資産合計 386,311,590 377,353,914

負債純資産合計 391,575,347 386,976,353
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(2)【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

第1期中間計算期間
自　平成21年6月30日
至　平成21年12月29日

第2期中間計算期間
自　平成22年6月26日
至　平成22年12月25日

営業収益

受取利息 16,059 16,929

有価証券売買等損益 △2,959,331 24,635,812

派生商品取引等損益 △8,019,680 18,508,010

営業収益合計 △10,962,952 43,160,751

営業費用

受託者報酬 101,809 112,547

委託者報酬 3,082,876 3,376,370

その他費用 169,622 187,522

営業費用合計 3,354,307 3,676,439

営業利益又は営業損失（△） △14,317,259 39,484,312

経常利益又は経常損失（△） △14,317,259 39,484,312

中間純利益又は中間純損失（△） △14,317,259 39,484,312

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

△36,603 831,497

期首剰余金又は期首欠損金（△） － △41,456,281

剰余金増加額又は欠損金減少額 1,355,387 2,040,443

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

－ 2,040,443

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

1,355,387 －

剰余金減少額又は欠損金増加額 24,747 74,106

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

24,747 －

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

－ 74,106

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △12,950,016 △837,129
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(3)【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分

第1期中間計算期間 第2期中間計算期間

自　平成21年6月30日 自　平成22年6月26日

至　平成21年12月29日 至　平成22年12月25日

1．有価証券の評価
基準及び評価方法

「親投資信託受益証券」 「親投資信託受益証券」

移動平均法に基づき、原則として時価
で評価しております。時価評価にあたっ
ては、親投資信託受益証券の基準価額に
基づいて評価しております。

同左

2．デリバティブ等
の評価基準及び評
価方法

「派生商品評価勘定」 「派生商品評価勘定」

先物取引 先物取引

個別法に基づき、原則として時価評価
しております。時価評価にあたっては、
原則として、計算日に知りうる直近の日
の主たる取引所の発表する清算値段ま
たは最終相場によっております。

個別法に基づき、原則として時価評価
しております。時価評価にあたっては、
原則として、計算日に知りうる直近の日
の主たる金融商品取引所の発表する清
算値段または最終相場によっておりま
す。

3．収益及び費用の
計上基準

「有価証券売買等損益」 (1)「有価証券売買等損益」

約定日基準で計上しております。 同左

(2)「派生商品取引等損益」

約定日基準で計上しております。

4．その他 当中間計算期間は、当ファンドの設定
日（平成21年6月30日）から平成21年12
月29日としております。

―

 

（中間貸借対照表に関する注記）

区分
第1期中間計算期間末 第2期中間計算期間末

(平成21年12月29日現在)(平成22年12月25日現在)

※1 中間計算期間末日における受
益権の総数 399,261,606口 378,191,043口

※2 投資信託財産計算規則第55条
の6第1項第10号に規定する額   

元本の欠損 12,950,016円 837,129円

3 1口当たり純資産額 0.9676円 0.9978円

（1万口当たり純資産額） (9,676円) (9,978円)

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第1期中間計算期間 第2期中間計算期間

自　平成21年6月30日 自　平成22年6月26日

至　平成21年12月29日 至　平成22年12月25日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項
 

 第1期中間計算期間 第2期中間計算期間

区分 自　平成21年6月30日 自　平成22年6月26日

 至　平成21年12月29日 至　平成22年12月25日

1．貸借対照表計上
額、時価及びその差
額

― 当ファンドにおいて投資している金
融商品は原則として全て時価評価して
いるため、貸借対照表計上額と時価との
差額は生じておりません。

2．時価の算定方法 ― ①有価証券
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  有価証券に該当する貸借対照表上の
勘定科目、及びその時価の算定方法につ
いては、「（重要な会計方針に係る事項
に関する注記）1.有価証券の評価基準
及び評価方法」の通りであります。

 ― ②デリバティブ取引等

  デリバティブ取引等に該当する貸借
対照表上の勘定科目及びその時価の算
定方法については、「（重要な会計方針
に係る事項に関する注記）2.デリバ
ティブ等の評価基準及び評価方法」の
通りであります。

 ― ③コールローン等の金銭債権及び金銭
債務

  上記①及び②以外のその他の科目に
ついては、帳簿価額を時価として評価し
ております。

 

（その他の注記）

1．元本の移動

区分

第1期中間計算期間 第2期中間計算期間

自　平成21年6月30日 自　平成22年6月26日

至　平成21年12月29日 至　平成22年12月25日

期首元本額 248,149,425円 396,354,659円

期中追加設定元本額 162,192,181円 1,357,097円

期中一部解約元本額 11,080,000円 19,520,713円

 

2．デリバティブ取引関係

Ⅰ．取引の状況に関する事項
 

第1期中間計算期間 第2期中間計算期間

自　平成21年6月30日 自　平成22年6月26日

至　平成21年12月29日 至　平成22年12月25日

1．取引の内容 ―

当ファンドが利用することができるデリバティ
ブ取引は、有価証券先物取引、有価証券指数等先
物取引、有価証券オプション取引、金利先物取引、
金利オプション取引、金利先渡取引およびスワッ
プ取引です。

 

2. 取引に対する取組み方針 ―

効率的な運用に資するためにデリバティブ取引
を利用する方針です。

 

3．取引の利用目的 ―

有価証券先物取引等は効率的な運用に資するた
めに行うことができます。

 

スワップ取引は効率的な運用に資するために行
うことができます。

 

4．取引に係るリスクの内容 ―

デリバティブ取引に伴って発生するリスクとし
ては主として、マーケットリスクと取引先リスク
が挙げられます。マーケットリスクは、有価証券
や金利の市場価格が変動することによって発生
するリスクであり、取引先リスクは取引相手が契
約を履行できなくなる場合に被るリスクです。

 

5．取引に係るリスクの管理体制 ―
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取引の執行・管理については、取引の対象や取引
限度等を定めた投資信託約款に従って、運用部門
が執行し、リスク管理部門が牽制機能を働かせる
体制としています。

 

6．取引の時価等に関する事項についての補足説明 ―

該当事項はありません。  

 

Ⅱ．取引の時価等に関する事項

株式関連

種類

第1期中間計算期間末

(平成21年12月29日現在)

契約額等（円）  
時価（円） 評価損益（円）

 うち１年超

市場取引     

株価指数先物取引     

売建 44,050,000－ 45,950,000△1,900,000

     

合計 44,050,000－ 45,950,000△1,900,000

 

種類

第2期中間計算期間末

(平成22年12月25日現在)

契約額等（円）  
時価（円） 評価損益（円）

 うち１年超

市場取引     

株価指数先物取引     

買建 222,625,000－ 225,500,0002,875,000

     

合計 222,625,000－ 225,500,0002,875,000

 

注1．上記取引に関してはヘッジ会計を適用しておりません。

注2．時価の算定方法

株価指数先物取引（及びオプション取引）の時価については、以下のように評価しております。

原則として計算期間末日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所の発表する清算値段または
最終相場で評価しております。このような時価が発表されていない場合には、計算期間末日に最も
近い最終相場や気配値等、原則に準ずる方法で評価しております。

注3．株価指数先物取引（及びオプション取引）の残高は、契約額ベースで表示しております。

なお、その金額自体はデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

注4．契約額等には手数料相当額を含んでおりません。

注5．契約額等及び時価の合計欄の金額は各々の合計金額であります。
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参考情報

当ファンドは、「スパークス・日本株・ロング・ショート・マザーファンド」受益証券を主要投資対象
としており、貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益
証券です。なお、同親投資信託の状況は以下の通りです。

 

「スパークス・日本株・ロング・ショート・マザーファンド」の状況

なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。

(1)貸借対照表

区分
注記 (平成21年12月29日現在)(平成22年12月25日現在)

番号 金額（円） 金額（円）

資産の部    

流動資産    

コール・ローン  881,976,110 771,965,659

株式  3,979,112,470 2,630,792,700

国債証券 ※2 1,499,899,625 799,919,515

投資証券  83,941,000 218,846,600

未収入金  339,162,959 208,186,298

信用取引預け金  1,569,599,187 960,723,055

未収配当金  2,406,038 1,240,469

未収利息  1,208 1,057

その他未収収益  122,111 54,469

差入委託証拠金  26,728,000 －

流動資産合計  8,382,948,708 5,591,729,822

資産合計  8,382,948,708 5,591,729,822

負債の部    

流動負債    

信用売証券  1,620,112,300 1,000,596,400

派生商品評価勘定  17,157,140 －

未払金  381,512,967 168,778,099

未払解約金  9,579,528 3,317,717

その他未払費用  7,531,525 4,991,115

流動負債合計  2,035,893,460 1,177,683,331

負債合計  2,035,893,460 1,177,683,331

純資産の部    

元本等    

元本 ※1 3,350,672,794 2,079,913,247

剰余金    

剰余金又は欠損金（△）  2,996,382,454 2,334,133,244

元本等合計  6,347,055,248 4,414,046,491

純資産合計  6,347,055,248 4,414,046,491

負債純資産合計  8,382,948,708 5,591,729,822
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(2)注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分
自　平成21年6月30日 自　平成22年6月26日

至　平成21年12月29日 至　平成22年12月25日

1．有価証券の
評価基準及び
評価方法

(1)「株式」 (1)「株式」

移動平均法に基づき、原則として時価で
評価しております。時価評価にあたって
は、金融商品取引所における最終相場（最
終相場のないものについては、それに準ず
る価額）、または金融商品取引業者等から
提示される気配相場に基づいて評価して
おります。

同左

(2)「国債証券」 (2)「国債証券」

個別法に基づき、原則として時価で評価
しております。時価評価にあたっては、金
融商品取引業者、銀行等の提示する価額
（ただし、売気配は使用いたしません）、
価格情報会社の提供する価額または日本
証券業協会の売買統計値（平均値）の何
れかに基づいて評価しております。

同左

(3)「投資証券」 (3)「投資証券」

移動平均法に基づき、原則として時価で
評価しております。時価評価にあたって
は、金融商品取引所における最終相場（最
終相場のないものについては、それに準ず
る価額）、または金融商品取引業者等から
提示される気配相場に基づいて評価して
おります。

同左

(4)「信用売証券」 (4)「信用売証券」

個別法に基づき、時価評価しておりま
す。時価評価にあたっては、原則として、計
算日に知りうる直近の日の主たる取引所
の発表する最終相場によっております。

個別法に基づき、時価評価しておりま
す。時価評価にあたっては、原則として、計
算日に知りうる直近の日の主たる金融商
品取引所の発表する最終相場によってお
ります。

2．デリバティ
ブ等の評価基
準及び評価方
法

(1)「派生商品評価勘定」 「プット・オプション（買）」

先物取引 個別法に基づき、原則として時価評価して
おります。時価評価にあたっては、原則と
して、計算日に知りうる直近の日の主たる
金融商品取引所の発表する清算値段また
は最終相場によっております。

個別法に基づき、原則として時価評価し
ております。時価評価にあたっては、原則
として、計算日に知りうる直近の日の主た
る取引所の発表する清算値段または最終
相場によっております。

(2)「プット・オプション（買）」

個別法に基づき、原則として時価評価し
ております。時価評価にあたっては、原則
として、計算日に知りうる直近の日の主た
る取引所の発表する清算値段または最終
相場によっております。
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3．収益及び費
用の計上基準

(1)「受取配当金」 (1)「受取配当金」

受取配当金は、原則として株式の配当落
ち日もしくは投資証券の権利落ち日にお
いて、確定配当金額もしくは確定収益分配
金額、又は予想配当金額もしくは予想収益
分配金額を計上しております。

同左

(2)「有価証券売買等損益」 (2)「有価証券売買等損益」

約定日基準で計上しております。 同左

(3)「派生商品取引等損益」

約定日基準で計上しております。

（注）追加情報

「投資信託財産の評価及び計理等に関する規則」の改正により、平成21年9月24日以降、ジャスダック上
場株式については基準値段での評価から最終相場で評価する方法に変更しました。
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（その他の注記）

区　分 (平成21年12月29日現在)

※1. 期首 平成21年6月30日

期首元本額  3,451,911,346円

期首より平成21年12月29日までの追加設定元本額  198,480,990円

期首より平成21年12月29日までの一部解約元本額  299,719,542円

平成21年12月29日現在の元本の内訳※   

スパークス・日本株・ロング・ショート・ファンド  1,181,072,300円

スパークス・日本株・Ｌ＆Ｓ  2,001,907,589円

スパークス・日本株・ロング・ショート・プラス  167,692,905円

（合計）  3,350,672,794円

※2．差入保証金代用有価証券 信用取引に係る差入保証金代用有
価証券として以下の通り差入を
行っています。

 国債証券 769,953,776円

3．計算期間末日における受益権の総数  3,350,672,794口

4．1口当たり純資産額  1.8943円

（1万口当たり純資産額）  (18,943円)

※当該親投資信託受益証券を投資対象とする投資信託ごとの元本額

 
 

区　分 (平成22年12月25日現在)

※1. 期首 平成22年6月26日

期首元本額  2,508,475,989円

期首より平成22年12月25日までの追加設定元本額  68,403,659円

期首より平成22年12月25日までの一部解約元本額  496,966,401円

平成22年12月25日現在の元本の内訳※   

スパークス・日本株・ロング・ショート・ファンド  724,598,943円

スパークス・日本株・Ｌ＆Ｓ  1,210,482,957円

スパークス・日本株・ロング・ショート・プラス  144,831,347円

(合計)  2,079,913,247円

※2．差入保証金代用有価証券 信用取引に係る差入保証金代用有
価証券として以下の通り差入を
行っています。

 国債証券 519,949,509円

3．計算期間末日における受益権の総数  2,079,913,247口

4．1口当たり純資産額  2.1222円

（1万口当たり純資産額）  (21,222円)

※当該親投資信託受益証券を投資対象とする投資信託ごとの元本額
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２【ファンドの現況】

なお、２ ファンドの現況については、以下の内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

【純資産額計算書】

（参考）スパークス・日本株・ロング・ショート・マザーファンド

純資産額計算書
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】　略

２【事業の内容及び営業の概況】

第三部委託会社等の情報　第１ 委託会社等の概況　２事業の内容及び営業の概況については、以下の内容に更

新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

金融商品取引法に定める金融商品取引業者として営業を行っております。

（関東財務局長（金商）第346号）

（1）略

（2）投資信託委託業

中略

委託者の運用する投資信託は平成23年1月31日現在次の通りです。

（ただし、親投資信託を除きます。）

（3）略
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３【委託会社等の経理状況】

１．財務諸表の作成方法について

委託会社であるスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下「委託会社」という）の財務諸表は、第３期事業

年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は改正前の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引業等に

関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しており、第４期事業年度（平成21年４月１日から平成22

年３月31日まで）は改正後の財務諸表等規則並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

 

２．中間財務諸表の作成方法について

委託会社の中間財務諸表は、改正後の「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第

38号）並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52

号）に基づいて作成しております。

 

３．監査証明について

委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）及び第４期事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表について、あらた監査法人に

より監査を受けております。

また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第５期事業年度の中間会計期間（平成22年４月１日から平成

22年９月30日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人により中間監査を受けております。
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（１）【貸借対照表】
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（２）【損益計算書】
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（３）【株主資本等変動計算書】
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

１．有価証券の評価基準及
び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は総平均法により
算定しております。）

その他有価証券
　時価のあるもの

同左

２．固定資産の減価償却の
方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）
 
定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得
した建物（建物附属設備を除く）に
ついては定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、以下の通りで
あります。
建物　　　　　　　 ６年～18年
工具、器具及び備品 ３年～20年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）
 
定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得
した建物（建物附属設備を除く）に
ついては定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、以下の通りで
あります。
建物　　　　　　  　８年～18年
工具、器具及び備品　３年～20年

 (2）無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウェア（自社利用）につい

ては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっておりま
す。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）
同左

 (3）長期前払費用
定額法によっております。

(3）長期前払費用
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

３．引当金の計上基準 (1）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支

出に備えるため、支給見込額のうち当
事業年度に負担すべき額を計上して
おります。

(1）賞与引当金
同左

 
 

 （2）経営構造改革関連損失引当金
経営構造改革の実行に伴い発生す

る損失に備えるため、予定している構
造改革の内容を勘案の上、その損失見
積額を計上しております。

（2）経営構造改革関連損失引当金
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

４．その他財務諸表作成の
ための基本となる重要
な事項

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜処理に

よっております。

消費税等の会計処理
同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
従来、賃貸借取引処理に係る方法に準じた会計処理に
よっておりましたが、当事業年度より「リース取引に関
する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17
日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）
及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19
年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を適用し、
通常の売買取引に係る会計処理によっております。
これによる当事業年度の営業損失、経常損失及び税引
前当期純損失に与える影響は軽微であります。

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 当事業年度

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

建物 ５百万円 建物 １百万円

工具、器具及び備品 129百万円 工具、器具及び備品 88百万円

※２　関係会社に対する資産及び負債 ※２　関係会社に対する資産及び負債

その他未払金 24百万円 その他未払金 121百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度 当事業年度

（自　平成20年４月１日 （自　平成21年４月１日

　　至　平成21年３月31日） 　　至　平成22年３月31日）

※１　関係会社に対する取引の主なもの ※１　関係会社に対する取引の主なもの

事務委託費 611百万円 事務委託費 433百万円

    

    

※２　前期損益修正益の主な内容は、前事業年度に帰属す
る投資顧問料収入についての修正であります。

※２　前期損益修正益の主な内容は、前事業年度末におい
て見積計上されていた経営構造改革関連損失引当
金の戻入であります。

※３　固定資産除却損の内訳
ソフトウエア ４百万円
建物 ３百万円

※３　固定資産売却損及び固定資産除却損の内訳
固定資産売却損  

工具、器具及び備品 １百万円
固定資産除却損  

工具、器具及び備品 ２百万円

※４　前期損益修正損の主な内容は、前事業年度に帰属す
る支払手数料についての修正であります。

 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

（株主資本等変動計算書関係）

 

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 

１．発行済株式の種類及び総数

 

 
前事業年度末株式数

（株）

当事業年度

増加株式数（株）

当事業年度

減少株式数（株）

当事業年度末株式数

（株）

普通株式 50,000 － － 50,000

合計 50,000 － － 50,000

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成20年６月18日

定時株主総会
普通株式 400 8,000平成20年３月31日 平成20年６月19日

 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。
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当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 

１．発行済株式の種類及び総数

 

 
前事業年度末株式数

（株）

当事業年度

増加株式数（株）

当事業年度

減少株式数（株）

当事業年度末株式数

（株）

普通株式 50,000 － － 50,000

合計 50,000 － － 50,000

　

２.配当に関する事項

（１）配当金支払額

該当事項はありません。

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については安全性の高い金融商品や預金等の他、ファンド組成等のためのシードマネーに限定し、資

金調達については親会社による株式引受によっております。

デリバティブ取引は、後述するリスクを回避する目的以外には利用せず、投機的な取引は行わない方針であります。

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である未収投資顧問料及び未収委託者報酬は、顧客の信用リスクに晒されております。また外貨建ての営業債

権・営業債務は、為替の変動リスクに晒されております。

投資有価証券は、シードマネーとしてのファンド等時価のある有価証券であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制

　①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である未収投資顧問料及び未収委託者報酬に係る信用リスクは、当社グループが管理あるいは運用するファ

ンド、一任運用財産自体がリスクの高い取引を限定的にしか行っていないポートフォリオ運用であることから、極めて限

定的であると判断しております。

 

　②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、外貨建ての営業債権債務について、「市場リスク管理規程」に基づき、外貨建て営業債権債務のネットポジ

ションを毎月把握しており、さらに必要と判断した場合には、先物為替予約等を利用してヘッジする予定にしておりま

す。

投資有価証券については、シードマネーとしての投資信託等時価のある有価証券であり、「自己資金運用規程」に基づ

き、毎月時価を把握し、取締役会に報告しております。

　

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており

ます。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異な

ることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

（１）現金・預金 2,383 2,383 －

（２）未収委託者報酬 241 241 －

（３）未収投資顧問料 291 291 －

（４）投資有価証券 1,608 1,608 －

資産計 4,524 4,524 －

（１）未払手数料 63 63 －

（２）その他未払金 213 213 －

負債計 276 276 －

 

（注）１.　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

（１）現金・預金、（２）未収委託者報酬及び（３）未収投資顧問料

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（４）投資有価証券

シードマネーとしての投資信託等は公表される基準価額または合理的に算定された価格によっております。

 

負　債

（１）未払手数料及び（２）その他未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

２.　金銭債権の決算日後の償還予定額

 

 
1年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金・預金 2,383 － － －

未収委託者報酬 241 － － －

未収投資顧問料 291 － － －

合計 2,916 － － －

 

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の時価等の開

示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日現在）

 

１．その他有価証券で時価のあるもの

 
種類

取得原価
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

その他 283 408 124

小計 283 408 124

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

その他 1,427 1,236 △190

小計 1,427 1,236 △190

合計 1,711 1,645 △65

 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）

該当事項はありません。

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

該当事項はありません。

 

当事業年度（平成22年３月31日現在）

 

１．その他有価証券

 
種類

貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

その他 412 283 128

小計 412 283 128

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

その他 1,195 1,427 △232

小計 1,195 1,427 △232

合計 1,608 1,711 △103

 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

前事業年度

（自　平成20年４月１日

　　至　平成21年３月31日）

(1)取引の内容
利用しているデリバティブ取引は、外貨建営業収益

の取引に係わる為替予約取引であります。
(2)取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリス
ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方
針であります。

(3)取引の利用目的
デリバティブ取引は、外貨建営業収益の取引に係わ

る営業債権の為替変動リスクを回避し、安定的な利益
確保を図る目的で利用しております。

(4)取引に係るリスクの内容
為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有し

ております。
(5)取引に係るリスクの管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権
限又は取引限度額等を定めた社内ルールに従い、経営
管理部が行っております。

 

２．取引の時価等に関する事項

 

（通貨関連）

区分 種類

前事業年度(平成21年３月31日現在)

契約額等
(百万円)

契約額等の
うち1年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外
の取引

為替予約取引     

　売建     

　米ドル - - - -

合計 - - - -

（注）時価の算定方法

期末残高がないため、該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

 

 

（退職給付関係）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

EDINET提出書類

スパークス・アセット・マネジメント株式会社(E11161)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

35/56



（税効果会計関係）

前事業年度 当事業年度

（平成21年３月31日） （平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （百万円）  繰延税金資産 （百万円）  

経営構造改革関連損失引当金否認 40  繰越欠損金 27 

繰越欠損金 29  その他有価証券評価差額金 94 

その他有価証券評価差額金 77  その他の税務調整項目 10 

その他の税務調整項目 27 繰延税金資産小計 132 

繰延税金資産小計 175 評価性引当額 △132 

評価性引当額 △175 繰延税金資産合計 －  

繰延税金資産合計 －  繰延税金負債   

繰延税金負債   その他有価証券評価差額金 52 

その他有価証券評価差額金 50  繰延税金負債合計 52 

繰延税金負債合計 50  繰延税金負債の純額 52 

繰延税金負債の純額 50     

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項
目の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項
目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため、記載しておりませ
ん。

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間
の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため注記を省略
しております。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。
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(関連当事者情報)

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関連当事者の

開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第13号　平成18年10月17日）を適用しております。

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

 

１．関連当事者との取引

(1)親会社及び法人主要株主等

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

（注２）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりません。

 

(2)兄弟会社等

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

（注２）上記の表のうち、日本国内の会社については期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めて

おりません。又、日本国外の会社については期末残高及び取引金額に消費税等を含めておりません。

２. 親会社または主要な関連会社に関する注記

親会社情報

スパークス・グループ株式会社（ジャスダック証券取引所）

 

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．関連当事者との取引

(１).　財務諸表提出会社の親会社

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

（注２）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりません。

EDINET提出書類

スパークス・アセット・マネジメント株式会社(E11161)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

37/56



 

(２).　財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

（注２）上記の表における期末残高及び取引金額に消費税等を含めておりません。

 

２. 親会社に関する注記

親会社情報

スパークス・グループ株式会社（ジャスダック証券取引所に上場）

 

（１株当たり情報）

前事業年度 当事業年度

（自　平成20年４月１日 （自　平成21年４月１日

　　至　平成21年３月31日） 　　至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額　　　　　83,693円８銭 １株当たり純資産額　　　　　85,758円46銭

１株当たり当期純損失（△） 　5,971円55銭 １株当たり当期純利益　　　 　2,844円92銭

なお潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい
ては、1株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。

なお潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

（注）１．　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

 （平成21年３月31日） （平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 4,184 4,287

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） - -

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 4,184 4,287

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数（株）

50,000 50,000

（注）２．　１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

 （自　平成20年４月１日 （自　平成21年４月１日

 　至　平成21年３月31日） 　至　平成22年３月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △298 142

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）
（百万円）

△298 142

期中平均株式数（株） 50,000 50,000
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（重要な後発事象）

（共通支配下の取引）

当社は、平成22年４月28日開催の取締役会において、当社親会社スパークス・グループ株式会社の100％子会社であるスパーク

ス証券株式会社と、平成22年７月１日（予定）を合併期日として合併することを決議致しました。

1.  結合当事企業の名称及びその事業内容等

（平成22年3月31日現在）

 存続会社 消滅会社

（１）商号 スパークス・アセット・マネジメント
株式会社（当社）

スパークス証券株式会社

（２）事業内容 投資運用業及び投資助言・代理業並び
に第二種金融商品取引業

第一種金融商品取引業、投資助言・代理
業及び情報提供コンサルティング業等

（３）設立年月日 平成18年4月3日 平成10年5月７日

（４）本店所在地 東京都品川区大崎1-11-2 ゲートシティ
大崎イーストタワー

東京都品川区大崎1-11-2 ゲートシティ
大崎イーストタワー

（５）代表者 代表取締役社長　谷口 正樹 代表取締役社長　深見　正敏

（６）資本金 2,500百万円 165百万円

（７）発行済株式総数 50,000 株 3,300 株

（８）営業収益 2,920百万円 376百万円

（９）当期純利益 142百万円 20百万円

（10）純資産 4,287百万円 1,277百万円

（11）総資産 4,645百万円 2,092百万円

（12）従業員数 95人 9人

（13）事業年度の末日 3 月31日 3 月31日

（14）大株主および持株比率 スパークス・グループ株式会社(100%)スパークス・グループ株式会社(100%)

 

2.  企業結合の法的形式

    当社を存続会社、スパークス証券株式会社を消滅会社とする吸収合併

 

3.  結合後企業の名称

スパークス・アセット・マネジメント株式会社

 

4.   取引の目的を含む取引の概要

①  合併の目的

投資運用業を主要事業としている当社と、当社及びグループ各社の運用する運用商品の販売等を主要事業としているス

パークス証券株式会社の経営資源を集約することによって経営の効率化を図るとともに、商品の企画、その運用から販

売、顧客サービスまでの一貫した体制を強化することによって、市場変化および顧客ニーズへの迅速な対応を図り、運用

事業を強化し成長の加速を図るため。

②  合併期日（効力発生日）

平成22年７月１日（予定）

なお当該合併は、スパークス証券株式会社が行っている業務の全てを円滑に引継ぐために必要となる、当社における第

一種金融商品取引業の登録等の要件を満たすことが条件となります。

③  合併比率ならびに合併交付金

当社及びスパークス証券株式会社は、いずれもスパークス・グループ株式会社の100％子会社であるため、本合併による

新株式の発行および資本金の増加ならびに合併交付金の支払はありません。

④  消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。

 

5.  実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　改正平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引と

して会計処理を行う予定であります。

 

(重要な資産の譲渡）

当社は、平成22年４月28日開催の取締役会において、当社が保有する投資有価証券を譲渡することを決議致しました。

 

1. 譲渡の理由
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　後発事象（共通支配下の取引）に記載のとおり、スパークス証券株式会社との合併に備え、市場リスクを有する資産を、合

併前に譲渡することに致しました。

 

2. 譲渡する相手先の名称

　スパークス・グループ株式会社

 

3. 譲渡資産の種類、譲渡前の使途

譲渡資産の種類　　　　 投資有価証券

譲渡前の使途　　　　　 シードマネー

 

4. 譲渡の時期

具体的な売却時期は銘柄ごとに異なりますが、概ね平成22年6月末までには売却を完了する予定であります。

 

5. 譲渡価額

1,608百万円（予定）

 

6. 当該事象の損益に与える影響

当該投資有価証券の譲渡に伴う売却損103百万円（予定）を、平成23年３月期において特別損失として計上する予定であ

ります。

 

　　次へ
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１．中間財務諸表等

(1)　中間貸借対照表

 (単位：百万円)

 
当中間会計期間末

(平成22年９月30日)

（資産の部）   

　流動資産   

　　現金・預金  4,939

　　預託金  500

　　未収委託者報酬  237

　　未収投資顧問料  294

　　前払費用  27

　　未収収益  33

　　未収入金  13

　　その他 ※２ 3

　　流動資産合計  6,050

　固定資産   

　　有形固定資産 ※１ 115

　　無形固定資産  39

　　投資その他の資産   

　　　差入保証金  8

　　　その他  0

　　　投資その他の資産合計  8

　　固定資産合計  163

　資産合計  6,213

（負債の部）   

　流動負債   

　　預り金  400

　　未払手数料  56

　　その他未払金  214

　　未払法人税等  5

　　流動負債合計  677

　特別法上の準備金   

　　金融商品取引責任準備金  0

　　特別法上の準備金合計  0

　負債合計  677

（純資産の部）   

　株主資本   

　　資本金  2,500

　　資本剰余金   

　　　その他資本剰余金  1,651

　　　資本剰余金合計  1,651

　　利益剰余金   

　　　その他利益剰余金   

　　　　繰越利益剰余金  1,384

　　　利益剰余金合計  1,384

　　株主資本合計  5,536

　純資産合計  5,536

負債純資産合計  6,213
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(2)　中間損益計算書

 (単位：百万円)

 

当中間会計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

営業収益   

　委託者報酬  592

　投資顧問料収入  532

　受入手数料  77

  その他営業収益  4

　営業収益計  1,206

営業費用及び一般管理費 ※１ 1,271

営業損失（△）  △65

営業外収益 ※２ 5

営業外費用 ※３ 7

経常損失（△）  △67

特別利益 ※４ 152

特別損失 ※５ 297

税引前中間純損失（△）  △211

法人税、住民税及び事業税  1

中間純損失（△）  △212
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(3)　中間株主資本等変動計算書

 （単位：百万円）

 

当中間会計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

株主資本   

　資本金   

　　前期末残高  2,500

　　当中間期末残高  2,500

　資本剰余金   

　　その他資本剰余金   

　　　前期末残高  1,453

　　　当中間期変動額   

　　　　合併による増加  198

　　　　当中間期変動額合計  198

　　　当中間期末残高  1,651

　　資本剰余金合計   

　　　前期末残高  1,453

　　　当中間期変動額   

　　　　合併による増加  198

　　　　当中間期変動額合計  198

　　　当中間期末残高  1,651

　利益剰余金   

　　その他利益剰余金   

　　　繰越利益剰余金   

　　　　前期末残高  490

　　　　当中間期変動額   

　　　　　中間純損失（△）  △212

　　　　　合併による増加  1,107

　　　　　当中間期変動額合計  894

　　　　当中間期末残高  1,384

　　利益剰余金合計   

　　　前期末残高  490

　　　当中間期変動額   

　　　　中間純損失（△）  △212

　　　　合併による増加  1,107

　　　　当中間期変動額合計  894

　　　当中間期末残高  1,384

　株主資本合計   

　　前期末残高  4,443

　　当中間期変動額   

　　　中間純損失（△）  △212

　　　合併による増加  1,305

　　　当中間期変動額合計  1,092

　　当中間期末残高  5,536

評価・換算差額等   

　その他有価証券評価差額金   

　　前期末残高  △155

　　当中間期変動額   

　　　株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額）  155

　　　当中間期変動額合計  155

　　当中間期末残高  －

　評価・換算差額等合計   

　　前期末残高  △155

　　当中間期変動額   
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　　　株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額）  155

　　　当中間期変動額合計  155

　　当中間期末残高  －

純資産合計   

　前期末残高  4,287

　当中間期変動額   

　　中間純損失（△）  △212

　　合併による増加  1,305

　　株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額）  155

　　当中間期変動額合計  1,248

　当中間期末残高  5,536
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［中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項］

項目
当中間会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．資産の評価基準及び評価方法 その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法に

より算定しております。）

２．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額法によっております。

主な耐用年数は、以下の通りであります。

建　　物　　　　　２年～18年

器具備品　　　　　２年～20年

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

３．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

４．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

 

［中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更］

当中間会計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当中間会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。これによる損益への影響はありません。

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　当中間会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「「研究開発

費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。
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［注記事項］

（中間貸借対照表関係）

 

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額       184百万円
　

※２　消費税等の取り扱い
　仮払消費税と仮受消費税等は、相殺のうえ、流動資産
その他に含めて表示しております。

 

（中間損益計算書関係）

 

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

※１　減価償却実施額
　　　有形固定資産　　　　　 13百万円
　　　無形固定資産　　　　　 18百万円
 

※２　営業外収益のうち主要なもの
　　　受取利息　　　　　　　 ３百万円
　　　雑収入　　　　　　　　 １百万円
 

※３　営業外費用のうち主要なもの
　　　為替差損　　　　　　　 ７百万円
 

※４　特別利益の内訳は、次のとおりです。
　　　投資有価証券売却益　　152百万円
  

※５　特別損失の内訳は、次のとおりです。
　　　投資有価証券売却損　　244百万円
　　　経営構造改革関連損失　 53百万円
  

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間
　増加株式数（株）

当中間会計期間
　減少株式数（株）

当中間会計
期間末

株式数（株）

普通株式 50,000 － － 50,000

合計 50,000 － － 50,000

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(１)　配当金支払額

該当事項はありません。

 

(２)　基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．金融商品の時価等に関する事項
平成22年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

 
中間貸借対照表
計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

（１）現金・預金 4,939 4,939 －

（２）預託金 500 500 －

（３）未収委託者報酬 237 237 －

（４）未収投資顧問料 294 294 －

（５）未収収益 33 33 －

（６）未収入金 13 13 －

資産計 6,018 6,018 －

（１）預り金 400 400 －

（２）未払手数料 56 56 －

（３）その他未払金 214 214 －

負債計 671 671 －

 

（注）１.　金融商品の時価の算定方法

資　産

（１）現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬、（４）未収投資顧問料、（５）未収収益及び
（６）未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。
 

負　債
（１）預り金、（２）未払手数料及び（３）その他未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

 

（有価証券関係）

　当中間会計期間末（平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当中間会計期間末（平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

［セグメント情報］

　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）
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　当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（追加情報）

当中間会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号  平成20年３

月21日）を適用しております。

 

［関連情報］

　当中間会計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

　１．サービスごとの情報

　　　投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、中間損益計算書の営業収益の90％を超える

ため、記載を省略しております。

　２．地域ごとの情報

　 (1) 営業収益

（単位：百万円）

日本 バミューダ その他 合計

836 206 164 1,206

（注）営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。

　 (2) 有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

　３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

スパークス・ファンド・シンフォニア 214百万円 投信投資顧問業

SPARX Overseas Ltd. 206百万円 投信投資顧問業
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（企業結合等関係）

　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

（共通支配下の取引）

当社は、平成22年７月１日をもって、当社親会社スパークス・グループ株式会社の100％子会社であるスパークス証券株式

会社と合併いたしました。

1.  結合当事企業の名称及びその事業内容等

（平成22年3月31日現在）

 存続会社 消滅会社

（１）商号 スパークス・アセット・マネジメント株
式会社（当社）

スパークス証券株式会社

（２）事業内容 投資運用業及び投資助言・代理業並びに
第二種金融商品取引業

第一種金融商品取引業、投資助言・代理業
及び情報提供コンサルティング業等

（３）設立年月日 平成18年4月3日 平成10年5月７日

（４）本店所在地 東京都品川区大崎1-11-2 ゲートシティ大
崎イーストタワー

東京都品川区大崎1-11-2 ゲートシティ大
崎イーストタワー

（５）代表者 代表取締役社長　谷口 正樹 代表取締役社長　深見　正敏

（６）資本金 2,500百万円 165百万円

（７）発行済株式総数 50,000 株 3,300 株

（８）営業収益 2,920百万円 376百万円

（９）当期純利益 142百万円 20百万円

（10）純資産 4,287百万円 1,277百万円

（11）総資産 4,645百万円 2,092百万円

（12）従業員数 95人 9人

（13）事業年度の末日 3 月31日 3 月31日

（14）大株主および持株比率スパークス・グループ株式会社（100%）スパークス・グループ株式会社（100%）

 

2.  企業結合の法的形式

 当社を存続会社、スパークス証券株式会社を消滅会社とする吸収合併

 

3.  結合後企業の名称

スパークス・アセット・マネジメント株式会社

 

4.  取引の目的を含む取引の概要

①  合併の目的

投資運用業を主要事業としている当社と、当社及びグループ各社の運用する運用商品の販売等を主要事業としているス

パークス証券株式会社の経営資源を集約することによって経営の効率化を図るとともに、商品の企画、その運用から販

売、顧客サービスまでの一貫した体制を強化することによって、市場変化および顧客ニーズへの迅速な対応を図り、運用

事業を強化し成長の加速を図るため。

 

②  企業結合日

平成22年７月１日

 

③  合併比率ならびに合併交付金

当社及びスパークス証券株式会社は、いずれもスパークス・グループ株式会社の100％子会社であるため、本合併による

新株式の発行および資本金の増加ならびに合併交付金の支払はありません。
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④  消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。

 

5.  実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として

会計処理を行っております。

 

（１株当たり情報）

 

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

 

　

１株当たり純資産額 110,723円92銭

１株当たり中間純損失金額 △4,259円45銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。
 

 

(注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

 

純資産の部の合計額（百万円） 5,536  

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） －  

普通株式に係る中間期末の純資産額（百万円） 5,536  

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末
の普通株式の数（株）

50,000  

(注)２．１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎

項目
当中間会計期間

(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

 

中間純損失（△）（百万円） △212  

普通株主に帰属しない金額（百万円） －  

普通株式に係る中間純損失（△）（百万円） △212  

普通株式の期中平均株式数（株） 50,000  

   

 

（重要な後発事象）

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

該当事項はありません。
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４【利害関係人との取引制限】　略

 

５【その他】

第三部委託会社等の情報　第１ 委託会社等の概況　５その他については、以下の内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

平成22年5月20日開催の臨時株主総会にて、第一種金融商品取引業等を行うため等、定款の一部変更決議を行っ

ております。平成22年7月1日をもってスパークス証券株式会社を吸収合併し、第一種金融商品取引業を承継し

ました。平成22年12月16日開催の臨時株主総会にて、剰余金の配当等を株主総会決議とする旨の定款の一部

変更決議を行っております。

 

第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

第三部委託会社等の情報　第２その他の関係法人の概況　１名称、資本金の額及び事業の内容については、以下

の内容に更新・訂正されます。

①　略

②販売会社

＜更新・訂正後＞

名称
資本金の額

(平成23年1月末日現在)
事業の内容

株式会社エコ・プランニング証券 4.10億円
金融商品取引法に基づき、第一種
金融商品取引業を営んでいます。

リーディング証券株式会社 16.70億円
金融商品取引法に基づき、第一種
金融商品取引業を営んでいます。

ニュース証券株式会社 8.78億円
金融商品取引法に基づき、第一種
金融商品取引業を営んでいます。

山和証券株式会社 5.85億円
金融商品取引法に基づき、第一種
金融商品取引業を営んでいます

アーク証券株式会社 26.19億円
金融商品取引法に基づき、第一種
金融商品取引業を営んでいます。

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 3,242.79億円

銀行法に基づき銀行業を営むとと
もに金融機関の信託業務の兼営等
に関する法律（兼営法）に基づ
き、信託業務を営んでいます。

株式会社ＳＢＩ証券 479億円
金融商品取引法に基づき、第一種
金融商品取引業を営んでいます。

楽天証券株式会社 74億円
金融商品取引法に基づき、第一種
金融商品取引業を営んでいます。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成２３年２月２５日 

スパークス・アセット・マネジメント株式会社   

取締役会　御中   

   

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士　英 公一  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　伊藤 雅人  

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファ

ンドの経理状況」に掲げられているスパークス・日本株・ロング・ショート・プラスの平成２２年

６月２６日から平成２２年１２月２５日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当

監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、スパークス・日本株・ロング・ショート・プラスの平成２２年１２月２５

日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成２２年６月２６日から平成

２２年１２月２５日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　スパークス・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との

間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途
保管しております。

 
 
 
　　委託会社の監査報告書（当期）へ
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独立監査人の監査報告書

 平成２２年６月３０日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社  

取締役会　御中  

  

 あらた監査法人

 
指定社員
業務執行社員 公認会計士　 大畑　茂

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられているスパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２１年４

月１日から平成２２年３月３１日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含

んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

 

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態

及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

 

追記情報

１．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社が、スパークス証券株式会社を

吸収合併する旨の記載がある。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社が、保有する投資有価証券をス

パークス・グループ株式会社へ譲渡する旨の記載がある。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

（注）上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別
途保管しております。

 
 
　　委託会社の監査報告書(中間)へ
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独立監査人の中間監査報告書

 平成２２年１２月１５日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社  

取締役会　御中  

  

 あらた監査法人

 
指定社員
業務執行社員

公認会計士　大畑　茂

 
指定社員
業務執行社員

公認会計士　梅木　典子

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託

会社等の経理状況」に掲げられているスパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２２年

４月１日から平成２３年３月３１日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成２２年４月１日か

ら平成２２年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当

監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

 

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２２年９月３０日現

在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成２２年４月１日から平成２２年９月３

０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

（注）上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
が別途保管しております。

 
　　委託会社の監査報告書（当期）へ
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独立監査人の中間監査報告書

 平成２２年２月２６日 

スパークス・アセット・マネジメント株式会社   

取締役会　御中   

   

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　英 公一  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　伊藤 雅人  

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファ

ンドの経理状況」に掲げられているスパークス・日本株・ロング・ショート・プラスの平成２１年

６月３０日から平成２１年１２月２９日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当

監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、スパークス・日本株・ロング・ショート・プラスの平成２１年１２月２９

日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成２１年６月３０日から平成

２１年１２月２９日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　スパークス・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との

間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途
保管しております。

 
 
　　委託会社の監査報告書（前期）へ
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独立監査人の監査報告書

 平成２１年６月１７日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社  

取締役会　御中  

  

 あらた監査法人

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　 大畑　茂

 
 

 
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられているスパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２０年４

月１日から平成２１年３月３１日までの第３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含

んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成21年3月31日現在の財政状態及び同

日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

（注）上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別
途保管しております。
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